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公的年金とは？
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積立方式と賦課方式
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進む高齢化

• 65歳まで生きた場合の平均余命

男性：83.69歳 女性：88.66歳

（それぞれ1955年から2011年で6.87年、9.53
年延びる）

• 高齢化率（65歳以上人口÷全人口）

3000万人突破し、24.1%

• 2010年度の年金給付総額は51.1兆円
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制度の持続可能性
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世代間の不公平
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• 税や社会保険料負担及び給付水準を見直す
ことによって世代間格差の拡大を防ぐ

• また財政的に持続可能な制度とするために
は、税制や社会保険料の負担はどうあるべき
かを考えなければならない。
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社会保障制度の財源
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日本の財政関係資料
平成25年度予算案補足資料
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2019年度における国の一般会計予算（当初）
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計算問題1

• 私はビールとマメを食べにこの店に来る。ビールを
飲みながらマメを食べることで私は効用が得られる。

• 今、私の財布の中身は1000円しか入っていない。

• 一方で、ビールは1本100円、マメは1つ100円である。

• ビールをX本飲み、マメをYつ食べた時の効用が
U=XYで示される場合、私はビールとマメをそれぞれ
いくつ購入するか？
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• 予算制約式
1000=100x+100y →x+y=10 →y=10-x

• 効用関数に代入
u=xy → u=x(10-x) → u=-x2+10x

• 二次関数の変形
u=-x2+10x → u=-(x2-10x+52-52) → u=-(x-5)2+25

• 効用を最大化するのはx=5, y=5である。
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微分を使う方法
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微分を使う方法

• Uをxで微分してゼロとおく

• 従って、x=5である。予算制約式に代入して
y=5である。
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限界代替率（x財の限界効用/y財の限界効用）
＝価格比（x財の価格/ y財の価格）

• x財の限界効用は効用関数をxで微分するのでy

• y財の限界効用は効用関数をyで微分するのでx

• 限界代替率はy/x

• 価格比は100/100なので1

• 従ってy/x=1すなわちx=y

• 予算制約式に代入してx=5,y=5を得る。
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計算問題2

• ある市場における需要曲線をP＝20－X、供
給曲線をP＝Xとする(Pは価格、Xは数量)。

• この時の均衡価格、均衡数量を求めなさい。
さらに、需要曲線の切片、原点と需要曲線と
供給曲線の交点で作られる三角形の面積を
求めなさい。
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X=20－Xより2X=20
従って X=10, P=10

三角形の面積は
20×10÷2＝100



間接税の存在しない場合

ビールX

価格P

10

10

供給曲線

P=X

需要曲線

P=20－X

20

0

A

B

・均衡取引量
X=20－X→2X=20→X=10

・均衡価格 P=10

・消費者余剰（A）
(20－10)×10÷2＝50

・生産者余剰（B）10×10÷2＝50

・社会的余剰（A＋B）50+50=100
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従量税とは？

• 従量税：重量や容積の単位当たりt%として課される物
品税

• ビール（発泡性種類）：1㎘当たり220000円

• ガソリン税：1ℓ当たり53.8円

• たばこ税（国税＋地方税）：1000本当たり12244円

• 一般的には、生産者が消費者より消費課税分を預か
り生産者が納付することとなる。すなわち、消費者は
納税負担者、生産者は納税義務者となっている。
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従量税が存在する場合
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価格P
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供給曲線
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需要曲線
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課税後供給曲線

P=X+4
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・ビール1本当たり4円の税金を課すこ
ととし、生産者に納税させることとす
る。
・生産者は１本当たり4円分上乗せし
て消費者に売る。（負担の転嫁）

・課税後の取引量
20－X=X＋4→2X=16→X=8

・課税後価格 P=8+4=12

・消費者価格
（消費者が購入する価格） 12

・生産者価格
（税引き後受け取り価格） 8



• 生産者は税額をすべて消費者に転嫁させたは
ずなのに、消費者の支払う価格は2円しか増え
ていない。

• 一方で、生産者は課税後価格12円で売っている
が、4円は政府に持っていかれるので8円手元に
残ることになる。

• すなわち、ビール税4円のうち、消費者は2円、生
産者は2円負担していることになる。（負担の帰
着）

• 4円上乗せして売ったところで、需要量＜供給量
なので値段を下げざるを得ない。
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• 消費者余剰（Ａ）＝(20－12)×8÷2＝8×8÷2＝32
• 生産者余剰（Ｂ）＝(12－4)×8÷2＝32
• 税収（Ｃ）＝8×4＝32
• 社会的余剰（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝32＋32+32=96

• （とった税収はそのまま戻すので社会全体で得をしているので社
会的余剰に含む）

• 厚生損失（Ｄ）＝(12－8)×2÷2＝4

• 税金を取って戻しているにも関わらず、社会的余剰は減少してい
る。

• すなわち、税金を取らなければ、厚生損失4の分だけさらに社会的
余剰が高められる。

• 消費課税により社会的余剰4が失われる。従って、消費課税は非
効率的である。
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従価税が存在する場合
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ビールX

価格P

10

供給曲線

P=X

需要曲線

P=20－X

20
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課税後供給曲線

P=1.5X
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12

8

・価格に対して50%の消費税を課す。
・課税後供給曲線の傾きは1.5倍。

・課税後の取引量
1.5X=20－X→2.5X＝20→X=8

・課税後価格 P＝20－8=12

・消費者価格 12

・生産者価格 8

・社会的余剰 96

・厚生損失 4



需要の価格弾力性と負担の転嫁

• 消費増税「Ｇメン」始動 小売業の転嫁拒否を監視（日本経済新聞
2013/10/2)

• 来年４月に消費税が増税されるのを前に、流通業者などが増税分
の価格転嫁を拒む事態がないよう監視する「転嫁対策調査官（転
嫁Ｇメン）」が一足先に動き出す。経済産業省は２日、Ｇメン474人

を採用した。省内には新たに「消費税転嫁対策室」を設置した。
（中略）

• 小売業者は消費増税の分だけ商品の価格を上げる義務がある。
小売業者が増税前の価格に据え置けば、小売りへの納入業者が
不当に安い値段で商品の納入を迫られ、損失を被る可能性があ
る。公取委などは転嫁を拒否する事業者を指導・公表する。
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需要曲線の傾きが緩やかな場合
需要の価格弾力性が大きい場合
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取引量

価格

課税前供給曲線

課税後供給曲線

需要曲線

・取引量は大きく低下
・消費者への価格転嫁が

小さい。
・生産者の負担は大きい。
・厚生損失が大きい。

・取引量が大きく減るため
に税収があまり増えない



需要曲線の傾きが急な場合
需要の価格弾力性が小さい場合
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取引量

価格

課税前供給曲線

課税後供給曲線

需要曲線

・取引量は小さく低下
・消費者への価格転嫁が

大きい。
・生産者の負担は小さい。
・厚生損失が小さい。

・取引量の減少が小さい
ために税収が大きく増え
る。



• 価格の変化に対して需要量が大きく変化するものと
しては、ぜいたく品などが挙げられる（高級な米な
ど）。

• または、競争相手が多い場合である（飲み屋街での
お店が直面する需要曲線）。

• 価格を上昇させると、需要量が大きく減ることから、
消費者価格を高くすることが難しい。従って、生産者
が負担を抱えることになる。
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• 価格の変化に対して需要量が小さく変化するものと
しては、必需品などが挙げられる。（日常的に食べ
る米など）。

• または、競争相手が少ない場合である（評判の知れ
たお店が直面する需要曲線）

• 価格を上昇させても、需要量の減りは小さいので、
消費者価格を高くすることが容易である。従って、生
産者の負担は小さい。
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• 「小売業者は消費増税の分だけ商品の価格を上げ
る義務がある。」とあるが、消費者の需要の価格弾
力性によっては小売業者が負担を抱えるを得ない。

• 小売業者の需要の価格弾力性が正当な理由があっ
て大きければ、納入業者に負担を抱え込ませること
は問題となるのか？

34



• 厚生損失をできるだけ小さくしたいならば、需要の
価格弾力性の小さいものに消費課税を導入した方
が良い。

• また、需要の価格弾力性が小さい方がより大きな税
収を上げられるため、需要の価格弾力性の小さいも
のに消費課税を導入した方が良い。
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• 必需品に課税され、ぜいたく品に課税されないとな
れば、ぜいたく品の購入ができない低所得者に対す
る狙い撃ちであり、公平性の観点から問題がある。

36



37



• また、日本ではすべての消費に対して消費税が課
せられている。

• 景気のよしあしに関わらず、生活必需品は買わざる
を得ない。

• 一方でぜいたく品は景気が良い時は消費が伸びる
ものの景気が悪い時は消費が伸び悩むので、安定
的な税収を望むのであれば、生活必需品に消費税
を課した方が良いことになる。
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参考 軽減税率、新聞協会が要望 欧州では大
半が導入 (日本経済新聞 2013/4/6)

• 世界各国では広く、食料品など誰もが必要とする生
活必需品を中心に消費税に対する軽減税率が適用
されている。

• その一環として、欧州の多くの国は新聞、書籍、雑
誌を「民主主義を支える公共財」と位置付けて、ゼロ
税率などで読者の負担軽減をはかっている。
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消費税と逆進性
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酒除く食品、消費税軽減 マイナンバー活用で政府
案 17年４月の10％時 （日本経済新聞 2015/9/5）

政府は消費税率を2017年４月に
10％に引き上げるのに合わせて一
部の商品の税率を低く抑える軽減
税率の骨格をまとめた。軽減税率の
対象としては「精米」「生鮮食品」「酒
を除く全ての飲食料品」の３案が
あったが、対象範囲が最も広い３つ
目の案とする。個人の所得に応じて
税額軽減を受けられる限度も定め
る。消費者が来月始まる税と社会保
障の共通番号（マイナンバー）の仕
組みを使って買い物し、軽減分を所
得税から後日還付してもらう仕組み
も特徴だ。（以下、略）
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第3回
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2財モデルにおける需要量の決定

• 私はビールとマメを食べにこの店に来る。ビール
を飲みながらマメを食べることで私は効用が得ら
れる。

• 今、私の財布の中身は1000円しか入っていない。

• 一方で、ビールは1本100円、マメは1つ100円で
ある。

• ビールをX本飲み、マメをYつ食べた時の効用が
U=XYで示される場合、私はビールとマメをそれ
ぞれいくつ購入するか？
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• 消費量と効用（うれしさ）の関係を示した式を
効用関数 U=XY

• 消費できる組み合わせを示した式を予算制
約式（支出＝所得）100X＋100Y＝1000

• 予算制約式という制約の下で効用を最大化
する消費の組み合わせを決める。
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解き方1

• 予算制約式Y=10－Xを効用関数に代入すると、
U=X(10－X)＝－X2+10X

• 二次関数となるので頂点を求めれば、効用を
最大化するXが決まる。

• 従ってX=5であり、予算制約式よりY=5が得ら
れる。このときの効用は25である。
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解き方2

• U＝－X2+10XをXで微分すると

が得られる。

• 従って、－2X+10＝0よりX=5が得られ、予算
制約式よりY=5が得られる。
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2. 個別消費税

• 例題1においてX財1単位に対して100円の従
量税(または100%の従価税)を賦課する場合、
この個人のX財とY財の購入量、効用水準、税
収を求めなさい。

• 予算制約式 200X＋100Y＝1000  Y＝10－2X
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解き方1

• 効用関数は二次関数となるので頂点を求め
れば効用を最大化するXが決まる。

• 従って、X=2.5 Y=5 U=12.5 

• 税収＝100×2.5=250円である。
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解き方2

• U＝－2X2+10XをXで微分すると

が得られる。

• 従って、－4X+10＝0よりX=2.5が得られる。
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3. 一括所得税

• 税収250円を消費税ではなく、一括所得税で

徴収する場合の財の消費量と効用水準を求
める。

• 予算制約式 100X＋100Y＝750  X＋Y＝7.5

• 効用関数に代入すると
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解き方1

• 効用関数は二次関数となるので頂点を求め
れば効用を最大化するXが決まる。

• 従って、X=3.75  Y=3.75  U=14.062である。
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解き方2

をXで微分すると

が得られる。従って、－2X+7.5＝0より

X=3.75が得られる。

• 税収は同じであるのにも関わらず、効用水準
は一括所得税の方が大きい。従って、個別消
費税よりも一括所得税の方が望ましい。
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4. 一般消費税

• X財とY財の両方に等しい従価税率tを掛ける。
このとき、予算制約式は

となる。10/(1+t)=7.5となるようにtを決めると
するとt=2.5/7.5=1/3となる。

• すなわち、t=1/3の税率にすれば、一括所得
税と同じになり、消費量や効用水準も同じと
なる。
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• 税収も1/3×100×3.75+1/3×100×3.75＝
250円となり同じである。

• 税収は同じであるにも関わらず、効用水準は
一般消費税の方が大きい。従って、個別消費
税よりも一般消費税の方が望ましい。
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5.  消費税のまとめ

• 消費比率に影響を与えないような税制が望まし
いと言える。

• 個別消費税はX財とY財の価格比に対して影響
を与えるため、購入量の比率に影響を与える。

• 購入量の比率に影響を与えることで効用がより
大きく低下することになる。（代替効果が働いて
いる。）

• 個別消費税よりも一括所得税や一般消費税の
方が同じ税収を集めるという制約の下で効用水
準がより大きくなるので、望ましく、効率的である。
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X Y
課税なし 5 5
個別消費税 2.5 5
一括所得税 3.75 3.75
一般消費税 3.75 3.75
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軽減税率の是非

• しかし、上記の議論は自由に２種類の財を購
入できる個人で成立する。もし、所得が少なく、
支出を最低限にしたいために食料としてのマ
メだけを購入する家計からすれば、ビールだ
けに課税されることによって、低所得者に対
する配慮が可能となる。

• 従って、低所得者にとっては軽減税率は望ま
しいことになる。

59



• ただ、軽減税率とすることは線引きが難しい
ということに加え、自由に財を選択できる者に
とっても全ての財に対して同率の税が課せら
れている場合よりも効用が下がるので望まし
くない。

• 低所得者に対する配慮としては軽減税率で
はなく、所得補助、いわゆる給付付き税額控
除を用いた方が望ましいこととなる。
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給付付き税額控除とは？

• 給付付き税額控除とは、文字通り、社会保障
給付と税額控除が一体化した仕組みである。

• 具体的には、所得税の納税者に対しては税
額控除を与え、控除しきれない者や課税最低
限以下の者に対しては現金給付を行うという
ものである。
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マイナンバー法成立、民間・医療利用は先送り
（2013/5/25 日本経済新聞）

• 国民一人ひとりの年金などの社会保障給付と納税を１つの
個人番号で管理する「共通番号（マイナンバー）法」が24日、
成立した。

• 税の申告や年金の給付申請などで書類添付が要らなくなり、
手続きが簡単になる。政府は2018年10月をメドに今回は認
めていない民間や医療への利用拡大を検討する。

• 実現すれば医療の効率化や住宅ローン手続きの簡素化な
どにつながる。
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「医療等ID」は2018年度始動 マイナンバーと連携
（2015/6/1 日経デジタルヘルス）

• 政府は2015年5月29日、医療等（医療・健康・介護）分野の情報に
個人番号を付与する、いわゆる「医療等ID」に関する方針を決定し
た。「医療連携や研究に利用可能な番号」として2018年度から段
階的に運用を始め、2020年の本格運用を目指す。

• 運用に当たっては、2016年1月に始動させるマイナンバー（社会
保障・税番号制度）のインフラを活用する。医療等分野への番号
制度導入を正式発表するとともに、マイナンバーと連携させた形で
の運用を明確にした形だ。

• まずは2017年7月以降のできるだけ早期に、「個人番号カード」
（マイナンバーカード）に健康保険証の機能を持たせる。医療機関
の窓口で患者が個人番号カードを提示することで、患者の医療保
険資格を医療機関がオンラインで確認できる仕組みを構築する。
医療保険者や自治体間のマイナンバーによる情報連携が2017年
7月に始まることを受けたもので、医療機関の事務効率改善につ
なげる。 （以下、略）
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6.  労働所得税
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労働量

賃金率

課税前労働供給

課税後労働供給

労働需要

A

B

C



7.  余暇と労働を選択する場合での労働所得税

• 個人は余暇と消費から効用を得られるものと
する。U=CL(C：消費 L：余暇)

• 全体の時間を１とする。時間を余暇と労働に
分けるとすると労働時間は1－Lである。

• 財の価格を１とする。賃金率を1000とする。

• 予算制約式はC＝1000(1－L)である。
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• 効用最大化を達成する労働時間を求める。

•

• Lで微分して0とおくことによってLを求めること
ができる。

•

よりL=1/2である。従って労働時間は1/2、
C=500よりU=250である。
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• ここで賃金率に対して20%の税率が課せられた場合も
同様に求めてみる。

• 予算制約式はC=800(1－L)

• 効用最大化を達成する労働時間を求める。

•

• Lで微分して0とおくことによってLを求めることができる。

•

よりL=1/2である。従って労働時間は1/2、C=400より
U=200である。

• 税収は200×1/2=100。
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• 税収100を一括税で徴収する場合

• 予算制約式はC=1000(1－L)－100

• U=CL=(900－1000L)L=900L－1000

•

より 労働時間は11/20、C=450、U=202.5
である。

• やはり一括所得税が望ましい。
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第4回
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国債とは何か？

• 公債は国ないし地方公共団体が行う金銭的債
務

• 広義では国の債務一般を国債というが、通常、
国債という場合には、証券形態をとらない借入
金・一時借入金を除いたものを言うことが多い。

• 国が財源不足になると国債を発行して国民から
お金を借り、利子を払い、償還期限が来れば元
金を返すことになる。

①国債 ②地方債
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• 租税と比較した公債の特徴

1.調達方法の任意性

2.短期多収性

3.負担の長期分散性と将来転嫁性

4.民間貯蓄の吸収
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国債の種類
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1. 建設国債：公共事業などを行うために発行

2. 特例国債：経常的赤字を賄うために発行

3. 借換債：借換えのために発行

（60年償還ルール）
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国債発行の原則

1. 建設国債の原則

財政法４条では国債発行を原則禁止しているものの、但し書

きで、公共事業などの財源とする場合に限り、例外的に国債
発行を認めている。

2.市中消化の原則

財政法５条では日銀引受けによる国債発行を原則的に禁止

している。

3.国債の借換

60年間で全額を減債し終える60年償還ルールを採用
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公開市場操作とは？

• 中央銀行が国債などの有価証券を金融機関
との間で売買することによって市場の資金量
を増減させる操作のこと。

• 中央銀行の主要な金融調節手段である。

• 逆に市場で資金が不足しているときには市中
から証券を買い上げて資金を放出する（買い
オペ）。
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公債発行による将来世代への負担の転嫁

• 公債発行による資金調達は、現在世代に対
しては増税を行わない。

• 現在世代に対しては負担が存在しない。

• 公債の償還のために将来に増税が行われる
ために将来世代に対して負担が発生する。

• 増税のタイミングをずらせる。
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クラウディングアウトによる負担の転嫁
（モディリアー二）

• 民間消費を減少させる租税よりも、公債発行
の方が民間貯蓄を削減（実物資産から金融
資産へのシフト）

• 生産力の低下を通じて将来所得をより多く低
下させるので、将来世代に負担が転嫁する。

• 直接的な増税による負担だけではない。
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貸付資金

利子率
資金供給

資金需要
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内国債と外国債の負担の違い（ラーナー）

• 負担とは「一国全体の利用可能な資源の減少」

• ある時点で政府が公債を発行し、それを財源に
して政府支出を増やせば、その分だけ私的な目
的に使われる資源は減少するが、国内で利用可
能な資源の量は不変

→現在世代への負担はなし

• 一方、将来時点では、政府が公債の償還のため
に増税するが、その増税分は公債保有者に渡さ
れるだけなので、国内で利用可能な資源の量は
不変

→将来世代への負担はなし
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現在世代
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政府

資金 公債



将来世代
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政府

元本
利子

税



現在世代

87

政府

資金

公債



将来世代
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政府
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家計による異時点間の効用最大化
（ライフサイクルモデル）

• 人生を2期間に分ける。若年期と老年期

• 若年期のみ労働所得Yを得る。

• 若年期の消費をC1、老年期の消費をC2

• 貯蓄Sをすると利子率rが付く。

• 遺産は残さない。
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基本モデル

• 効用関数：

• 予算制約式（Sは貯蓄）

• 若年期： 老年期：

• 生涯の予算制約式：

• 生涯所得を基準として消費を振り分ける。

• 従って、生涯所得が変わらなければ消費に
影響を与えない。
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• 上の関数の下でr＝0.1、Y=100の時の各期の
消費、貯蓄と効用水準を求めなさい。

• C2=(1+r)(Y－C1)  より C2=1.1(100-C1)

• U=1.1C1(100-C1)=110C1-1.1C1
2

• よりC1=50, C2=55, S=50, U=50×55=2750
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公債発行による定額給付金

• 第1期：

• 第2期：

• 生涯の予算制約式：

• Dは第1期に給付される定額給付金であるが
国債発行により賄われ、第2期に元本＋利子
の分が増税される。

• 生涯所得は変わらないので、公債発行による
定額給付金政策は効果なし。
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• 公債の償還がなければ、生涯の予算制約式
は

となり、生涯所得を増加させるため、消費を
増加させる効果を持つ。
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リカードの等価定理(中立命題)

• 公債の発行と償還が同一の世代になされるので
あれば、公債の発行があると、国民はその償還
のために将来必ず増税があると予測し、消費を
減らして貯蓄を増やす行動をとる。

• 公債の償還は将来の増税で賄われるので、公
債発行は課税の延長にすぎず資産の増加には
ならない。

• 公債の償還は同一世代ならば、公債発行と課税
による財源調達は同じ効果を持つ

• 公債発行による減税は民間消費に何ら影響を
与えない。
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バローの等価定理(中立命題)

• 公債の発行と償還が世代の枠を超えてなさ
れる場合には、リカードの中立命題は成立し
ない。

• しかし、親の世代がこの世代に関心を持つと
すれば、将来、子孫の世代に課税がなされて
も負担にならないように親が資産を残すとい
う合理的行動をとる（遺産）。
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子どもに対して公債の償還が行われる場合

• 子どもには(1+r)Sの所得を残してあげたいと
思う親は、Sを遺産として残しておく。

• 親の所得が定額給付金によってY+Dとなった。

• 子の所得は親がSだけの遺産を残した場合
(1+r)(S－D)となる。

• これでは子どもの所得が低下するので、親は
S+Dを遺産として残す。そうすれば、子どもの
所得は(1+r)(S+D)－(1+r)D=(1+r)Sとなり、十分
な所得が残せる。
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• 老年世代に対する社会保障給付のために公
債が発行されたとしても、老年世代は若年世
代のために遺産という形での所得移転を行う
ので、本質的に世代間の不公平は発生しな
い。
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リカード(バロー)の中立命題の前提

1. 各個人は将来を合理的に予測する。(将来の増
税を正しく予想できる)

2. 各個人は自らの効用を最大化するように消費と
貯蓄の配分を行い、流動性制約がない(借入れ
や貯蓄を自由に行うことができる)。

3. 課税は経済活動に対して中立的（税収が一定
ならば課税方法の違いが経済活動に与える影
響はない）。

4. 各個人は、子孫の経済状態も自らの効用として
考え適切に財産を残す。

(子孫の効用水準をどの程度評価するか？)
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課税手段とマクロ経済への影響
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• 労働に対する所得税により、人々が労働を減
らして余暇時間を増やした場合、生産に投入
される労働力が減るために、国内総生産が
低下することになる。（税収の減少）

• 利子に対する所得税により、人々が貯蓄を減
らして、現在の消費を増やす可能性がある。
貯蓄の低下によって資本蓄積に負の影響を
与え、生産力が低下し、国内総生産が低下
することになる。
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第5回
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ジニ係数

• 所得等が完全に分配されている場合に比べて、
どれだけ分配が偏っているかを0から1までの数
値に示したもの

• 係数が大きくなればなるほど不平等となる。
• ジニ係数は0と1の間の数値
• ジニ係数が小さいほど平等(平等に所得が分配

されており)で大きいほど不平等である(所得が
偏って分配されている)。

• ローレンツ曲線が下にたわむ程、所得格差は大
きい。
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例

① 100万円 200万円 300万円

② 200万円 200万円 200万円

累積人員 1/3 2/3 1

累積所得① 1/6 3/6 1

累積所得② 2/6 4/6 1
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• 当初所得＝雇用者所得＋事業所得＋農耕・畜産所
得＋家内労働所得＋雑収入＋私的給付

• 総所得＝当初所得＋社会保障の現金給付

• 可処分所得＝総所得－（税金＋社会保険料）

• 再分配所得＝当初所得－（税金＋社会保険料）＋
社会保障給付（現物・現金）
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• 社会保障給付の受取りや税・社会保険料の
支払いを考慮した「再分配所得」を見ると、社
会保障や税制が所得再分配に大きく寄与し
ていることが分かる。

• 平成23年では0.5536から0.3791へと低下
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税・社会保険料の徴収
（所得税の累進課税制度）

社会保障給付
（生活保護制度）
（年金制度）

格差の縮小

111



最低税率 最高税率 税率の刻み数 住民税の最高税率
昭和49年 10 75 19 18
昭和59年 10.5 70 15 18
昭和62年 10.5 60 12 18
昭和63年 10 60 6 16
平成元年 10 50 5 15
平成７年 10 50 5 15
平成11年 10 37 4 13
平成19年 5 40 6 10
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• 再分配係数＝（再分配所得－当初所得）÷当初所
得×100%

• 平成23年所得再分配調査の結果より

①当初所得階級が600万円以上より再分配係数がマ
イナス

②再分配係数は高齢者世帯で275.4％、母子家庭で
31.9％
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ジニ係数を計算する時に用いるデータ

①『家計調査』
(総務省)

・以前は、2人以上の普通世帯が対象で、単身世帯が除かれてい
るという問題があった（2002年以降、単身世帯も調査）。
・調査対象となった家計は家計簿をつける必要あり(家計簿をしっか
りつける人にサンプルが偏る)。

②『国民生活
基礎調査』
(国民生活基
礎調査)

・単身世帯も対象となり、また家計簿をつける必要はない。

③『所得再分
配調査』
(厚生労働省)

・国民生活基礎調査対象世帯の一部の世帯について所得状況をよ
り詳しく調査したデータ
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データによって異なるジニ係数
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等価所得（1人当たり生活水準）

• 等価所得＝世帯所得÷

世帯員当たりの所得を計算するときに用いる。

世帯員

500万円 500万円 600万円

1000万円÷1.4＝714万円

714万円 714万円

・通常の所得で見れば、1人暮らしの方が1人当たり所得は高いが
等価所得で見れば、2人暮らしの方が所得が高い。
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なぜジニ係数は上昇したか？

• 「当初所得」のジニ係数は、所得再分配のば
らつきが大きい高齢者世帯の増加や単独世
帯の増加など世帯の小規模化による社会構
造の変化でジニ係数は緩やかに上昇傾向に
ある。
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①世帯構造の変化による見せかけの不平等

500万円＋500万円＝1000万円 300万円＋700万円＝1000万円

300万円＋700万円＝1000万円500万円 500万円
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②人口高齢化（年をとれば結果が出る）

アルバイト

正社員 失業

出世
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ジニ係数上昇の原因は他にないのか？

• 完全失業率は2000年以降低下

• 現金給与総額は2000年代では伸びが低迷

• (35.5万円(2000年) 33.1万円(2008年))

• 雇用形態は大きく変化

• パート・派遣・契約社員等の割合

15.3%(1984年)から34.0%へと上昇
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ジニ係数の国際比較
（経済財政白書、2006年）
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相対的貧困率

• 平均的な生活水準から一定の割合の所得以
下の状態にあることを貧困と定義し、OECDの

相対的貧困率は、所得分布の中央値から
50％に満たない所得の人々の割合と定義

• 食料などの生活必需品を調達できなかった
者の割合を絶対的貧困率という。
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100万円 200万円 500万円 800万円 1200万円
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・所得の中央値 500万円
(所得の平均値 560万円)

・中央値の半分 250万円
・相対的貧困率 40%
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所得格差は是正すべきか？
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機会の平等か結果の平等か？

• スタートラインを合わせる（機会の平等）
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教育費の補助など



• 成果を分配（結果の平等）

• 「結果の平等」よりも「機会の平等」を重視すべき
であるという考え方についてどう思うか？

• 努力して高所得となった者がなぜ怠けて低所得
となった者を助ける必要があるのか？

• 運で左右される人生は望ましくないのでは？

• 私個人としては、「結果の平等」が「機会の平等」
につながると考えるので、現在のような所得再
分配政策を進めるべきである。
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第6回

134



生活保護制度の概要
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生活保護制度の経済分析

• ある個人の効用関数がU＝Y×Lで与えられるとする
（U:効用 Y:所得 L:余暇）。

• 予算制約式 Y＝1000×(1－L)  (時給は1000円で1
単位の時間を持っており余暇と労働に充てる)

• この個人が選択する労働時間と効用水準を求める。

• U=1000(L-L2)=-1000(L2-L+1/4-1/4)=-1000(L-1/2)2+250

• L＝1/2 U＝250 Y＝500である。
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• ここで政府が300の所得に満たない者につい
ては、300円と実際の所得の差を支給する政

策を行う。このとき、この個人の選択する労働
時間は変化しないように思えるが？
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働き続ける場合 働くのをやめる場合

・労働時間は1/2  
余暇時間は1/2

・所得は500円
・効用水準は250

・労働時間は0  
余暇時間は1(訂正)

・所得は300円
・効用水準は300
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• 従って、働き続けるよりも働くのを止めた方が
効用水準が大きくなるので、この個人は生活
保護制度の存在によって働くことをやめてし
まう。（就労意欲の喪失）
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貧困のわな（福祉のわな 失業のわな）

• 低所得者が低賃金で働いていて、生活保護
基準額以下の収入しか得ていない場合は働
かずに給付を受け続けることが有利と考える。

• また、生活保護基準額以上の収入を得てい
る場合でも働かないことによる効用が大きけ
れば、働かずに給付を受け続けることが有利
と考える。
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限界税率100%の給付

• 就労意欲がなくなってしまう原因は生活保護
給付額が働いて得た分だけ減少してしまうこ
とにある。
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• 実際、日本においては勤労所得控除が存在している。

• そのおかげで働いて得た収入よりも給付の減少額は小さい
ので、働くことによって得た総所得は増えることになる。
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就労収入に対する控除

• 就労収入に対する収入認定

収入認定額＝就労収入－（基礎控除＋各種控除＋必要経費
など）

• 全額控除となる収入基準は15000円（2013年8月より）それ以
上は一定の控除率に従う。
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就労収入 － 基礎控除 ＝ 収入認定額

15000円 － 15000円 ＝ 0円

100000円 － 23600円 ＝ 76400円



• しかし、勤労所得控除額はそれほど大きくないので、
総所得の増え方はかなり緩やかとなり、就労意欲を
引き上げる効果を持っているとは言い難い。

• 働くことによって得られた収入に対して、削減する給
付を小さくすることによって就労意欲を持たせること
が可能である。

• 従って、働くことによって得た所得が大きく増える制
度であれば、就労を促進するものと考えられる。（負
の所得税制度）
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負の所得税制度
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月額所得

労働時間

基準額
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高齢者世

帯
43%

障害者・傷

病者世帯
33%

母子世帯

7%

その他の世

帯
17%

世帯類型別割合 (2011年度)



• 老年世代に対しては、保険料をしっかり徴収し給付
を行うことまたは貯蓄を積極的に行わせることによ
り、生活保護を受ける必要がなくなると考えられる。

• 政府が保険料を納付しなさいまたは貯蓄をしなさい、
さもなければ老年期に貧困に陥っても何も援助しま
せんよと宣言すれば、老年期に貧困に困らぬように
準備を進めると考えられるか？
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サマリア人のジレンマ
（サマリア人＝利他主義者）

• 自分が助けないと相手が信じていれば相手は自立
することになるが、自分が利他的であると相手が分
かっているがゆえに相手は援助を期待して困窮に
陥る。

• 自身は利他的であるがゆえに、相手がいったん困
窮に陥ったならば、自立を促進しないとわかってい
ても助けざるを得ないという苦悩を指す。
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時間的非整合性

• 子どもに行儀よくさせるために、子どもが違反すると
罰を与えると親が約束する。しかし、子どもが悪いこ
とをすると、許してやろうという誘惑に駆られる。罰を
与えることは、受ける子どもだけでなく、親にとっても
不愉快なものである。

→子どもは好き勝手やる。
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再分配政策の注意点

• 社会には2人しか存在せず、それぞれの所得がY1と
Y2であったとする。ただし、Y1＞Y2とする。税だけで
所得再分配を行う（政府は所得に比例的な税から
得られる税収を半分ずつ、2人に一括補助金Aとして
戻す）。

• t(Y1+Y2)=2A

• t=1であれば、税引き後の所得は全く同じになる（完
全平等）。

• しかし、税率の変化が人々の行動を変化させるため、
思った通りの所得再分配が出来ない。
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バロー（バローの等価定理(中立命題)）

• 公債の発行と償還が世代の枠を超えてなされる場
合には、リカードの中立命題は成立しない。

• しかし、親の世代がこの世代に関心を持つとすれば、
将来、子孫の世代に課税がなされても負担にならな
いように親が資産を残すという合理的行動をとる
（遺産）。
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• 老年世代に対する社会保障給付のために公
債が発行されたとしても、老年世代は若年世
代のために遺産という形での所得移転を行う
ので、本質的に世代間の不公平は発生しな
い。
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課税手段とマクロ経済への影響
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• 労働に対する所得税により、人々が労働を減らして
余暇時間を増やした場合、生産に投入される労働
力が減るために、国内総生産が低下することになる。
（税収の減少）

• 利子に対する所得税により、人々が貯蓄を減らして、
現在の消費を増やす可能性がある。貯蓄の低下に
よって資本蓄積に負の影響を与え、生産力が低下
し、国内総生産が低下することになる。
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第7回
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保険による不確実性への対応（リスク分散）

• 医療費の支払いには不確実性が伴う。

• 病気になることによって収入の道が途絶えた
り、多額の費用がかかるなどして家計に壊滅
的なダメージを与えることになる。

• あるサッカークラブには100人の選手がいて、
毎年だいたい1人がけがをするとする。その
けがの治療費は100万円かかるとする。
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みんなで治療費を出し合うことでみんなが得をする。
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100万円 100万円 100万円 100万円

1万円 1万円 1万円 1万円



• クラブに所属する個人がそれぞれ1万円ずつ
出し合えば、100万円となり、負担も小さくもし

ものときのけがの治療負担をする必要がなく、
安心してプレーができる。

• 毎年1万円を支払うことによって100万円の大

金を支払うリスクを避けることができた。これ
がリスク分散である。
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期待効用理論

• ある個人は現在100万円の所得を持っている。

この個人は次のような不確実性に直面してい
る。

①1/2の確率で病気になり治療費が100万円か
かる。このとき、手持ちの所得はゼロとなる。

②1/2の確率で病気にならず、手持ちの所得は
100万円のままとなる。
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• 期待所得（ある事象が生じる確率に応じた収益の加
重平均値）

• 0.5×0円＋0.5×100万円＝50万円

• この個人の効用関数を とする（u:効用 I:所得）。

• 期待効用（ある事象が生じる確率に応じた効用の加
重平均値）

• 保険料Cを払えば、病気になった時の治療費の負担
が一切なくなる場合、保険料Cがいくら以下であれば、
この個人は保険に加入するか？
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• 保険料Cを払った場合の所得は

I=1000000－C

• 効用は

• 従って、次の式が成立する限り保険に加入する
ことになる。

より250000≦1000000－C。従ってC≦750000

• 保険料が75万円以下であればこの個人は加入
することになる。
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I(所得)

u(効用)

10000000

1000

500

500000

707

1000000－C



• リスク回避的な個人を仮定

• 所得の期待値が等しければ、確実な所得か
ら得られる効用の方が不確実な所得から得
られる効用より大きい個人。

• 確実な所得は保険料Cを支払うことによって

可能なものとなる。不確実な所得で得られる
効用よりも大きい限り、この個人は保険に加
入すると考えられる。
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• もし、この個人の病気になる確率が0.1で健康の
ままである確率が0.9である場合の期待効用は

• 従って、次の式が成立する限り保険に加入する
ことになる。

より810000≦1000000－C。従ってC≦190000

• 保険料が19万円以下であればこの個人は加入
することになる。
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• もし、この個人の病気になる確率が0.5で健康の
ままである確率が0.5、ただし病気になった時の
治療費が36万円であった場合の期待効用は

=

• 従って、次の式が成立する限り保険に加入する
ことになる。

より810000≦1000000－C。従ってC≦190000
• 保険料が19万円以下であればこの個人は保険

に加入することになる。
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• このように保険が存在することによって不確
実性への備えが可能となり、個人の効用を引
き上げられる可能性がある。

• この保険の提供は必ずしも公的医療保険とし
て運営するのではなく民間の医療保険として
の提供も可能である。ではなぜ公的医療保
険制度が必要なのか？
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なぜ公的医療保険制度が必要か？

• 民間の医療保険は加入は任意であるが、公
的医療保険は加入は強制である。加入を強
制にすることによって様々なリスクの個人を
含めることになるので、リスク分散が上手く機
能する。

• 公的医療保険の場合は、自己負担について
は所得水準や高額療養費制度などで、多く医
療にかかる者ほど負担は軽くなっている。（所
得再分配機能）
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逆選択

• 保険の売り手と買い手の間には情報の非対称性が存在する。

• 保険の買い手は自分がどのような健康状態なのかが分かる
のに対し、保険の売り手は分からない。

• このときに一定の保険料を支払うことによって医療費を負担
する保険を売り出した場合、その保険を購入するのは、その
保険を購入した方が得だという人である。

①購入が損だと考える者はあまり病気になることがなく、保険料負担がもっ
たいないと考える者である。すなわち健康的な者である。

②購入が得だと考える者は病気がちで、保険料を負担してももとがとれると
考える者である。すなわち健康的ではない者である。
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リスク分散機能が低下
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加入する 加入しない 加入する 加入しない

リスクの高い者だけが加入



リスク分散機能が維持
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強制加入

様々な人が集まり保険が機能



• このとき、保険契約を行う者は健康リスクの
高い者のみとなり、保険会社は保険支払い
が多くなり、保険の運営ができない。

• さらに保険料を引き上げたとしても、その保険
料に見合う健康リスクの高い者だけが加入す
ることになり、保険の運営は不可能である。

173



例

①健康的な個人は病気になる確率が1/2であり、病気に
なった時の費用が4万円とする。

②健康的でない個人は病気になる確率が1/2であり、病
気になった時の費用が20万円とする。

• 健康的な個人は2人、健康的でない個人も2人で合計
4人とする。

• このとき、費用の総額は20万円＋4万円＝24万円であ
る。これを4人で均等に割り、保険料とすると

• 保険料＝24万円÷4＝6万円となる。

• 従って、健康的である個人は自分で負担した方がマシ
と考えるので保険に加入しない。
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リスク選択

• 民間の保険会社は逆選択を防ぐために様々な措置を行っ
ている。すなわち、情報の非対称性をなくす行動である。

• 加入前の健康診断の受診、既往歴などの告知義務など。

• 得られた情報をもとにして、民間の保険会社は利益率の
高い医療保険を売る。

• 極端な場合では、医療費をほとんど使用しない健康な人
のみに保険を販売する戦略をとる場合がある（このような
おいしい顧客ばかり集めることをクリームスキミングとい
う）。

• この場合、健康的でない人はなかなか保険に加入できな
い。また、健康的でない人は仕事なども制約されがちであ
ることなどから、所得水準が低い場合も多く、何らかの対
策が必要である。
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保険を利用する可能性が高い人ほど加入できない
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加入できない 加入できる 加入できない 加入できる

リスクの低い者だけが加入



外部経済

• 外部性（外部効果）とは、ある経済主体の選択
が市場を介さずに他の経済主体に与える効果で
ある。

• 良い影響を外部経済、悪い影響を外部不経済と
いう。

• 医療サービスは外部経済をもたらす。

• ある個人が早期に治療を行うことにより感染症
の拡大を予防できる。その結果、他の人が感染
症にかからないことによって医療費が節約でき
たり、働くことができたり、健康に過ごせるので社
会全体に良い影響を与える。
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医療サービスQ

価格P

需要曲線

私的限界費用曲線

（＝供給曲線）

社会的限界費用曲線

A

B
C

D
E

F

0

G



保険なし 保険あり
・消費者余剰＝ABC

・生産者余剰＝なし
・外部経済＝BDEC

・社会的余剰＝ADEC

・消費者余剰＝ADF

・生産者余剰＝なし
・外部経済＝BDFG

・補助金＝BDFG

・社会的余剰＝ADF

・CEFの分だけ余剰が増加
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モラルハザード

• 契約の成立そのものが人間の行動を変化させ、契約
前に想定した条件が適合しなくなることをモラルハ
ザードという。契約の相手がとる行動が観察できない
という情報の非対称性が存在するために引き起こさ
れる。

• 健康保険に入ったことによって加入者が些細なことで
通院するようになり、結果として保険会社の支払いが
多くなる。

• これらによって、保険料がさらに引き上げられる可能
性がある。モラルハザードを防ぐためにはインセンティ
ブ(やる気)が必要。

• 健康保険で加入者に自己負担させる。
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医療の過剰需要
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保険なし 保険あり

・消費者余剰＝AE0P0

・生産者余剰＝なし
・社会的余剰＝AE0P0

・消費者余剰＝AE1P1

・生産者余剰＝なし
・補助金＝P0P1E1C

・社会的余剰＝AE0P0－P0P1E1C

・厚生損失＝E0E1C
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• 医療サービス供給者である医者の方が患者
よりも専門知識を持っているために、患者が
万が一、過剰な診療を受けていても過剰と判
断できないという情報の非対称性も存在する。

• このため、医師が医療サービスを本来必要な
量よりも過大に提供することで収入を増加さ
せる行動をとるという、医師誘発需要の可能
性がある。
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少子高齢化における医療費の増加
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• 社会全体の高齢化により医療費は増加を続
け、保険料負担も上昇している。社会全体の
病気にかかるリスクや医療費が増加すること
によってリスク分散機能が低下する。

• 後期高齢者医療制度は高いリスクの者だけ
を集めているのでリスク分散の観点から問題
と考えられる。
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医療費増加への対策

①診療報酬を全般的に抑制する方向での改定や急激
に増加する治療項目の報酬の引き下げ

②診療報酬の出来高払いから包括払いへの試験的な
導入

③ジェネリックなどの積極的利用

• これらの政策は過剰な医療または過小な医療供給
となる可能性もある。
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第8回
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外部経済

• 外部性（外部効果）とは、ある経済主体の選択
が市場を介さずに他の経済主体に与える効果で
ある。

• 良い影響を外部経済、悪い影響を外部不経済と
いう。

• 医療サービスは外部経済をもたらす。

• ある個人が早期に治療を行うことにより感染症
の拡大を予防できる。その結果、他の人が感染
症にかからないことによって医療費が節約でき
たり、働くことができたり、健康に過ごせるので社
会全体に良い影響を与える。
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医療サービスQ

価格P

需要曲線

私的限界費用曲線

（＝供給曲線）

社会的限界費用曲線

A

B
C

D
E

F

0

G



保険なし 保険あり
・消費者余剰＝ABC

・生産者余剰＝なし
・外部経済＝BDEC

・社会的余剰＝ADEC

・消費者余剰＝ADF

・生産者余剰＝なし
・外部経済＝BDFG

・補助金＝BDFG

・社会的余剰＝ADF

・CEFの分だけ余剰が増加
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補助金 消費者余剰 外部経済 補助金 社会的余剰

なし

あり

191



モラルハザード

• 契約の成立そのものが人間の行動を変化させ、契約
前に想定した条件が適合しなくなることをモラルハ
ザードという。契約の相手がとる行動が観察できない
という情報の非対称性が存在するために引き起こさ
れる。

• 健康保険に入ったことによって加入者が些細なことで
通院するようになり、結果として保険会社の支払いが
多くなる。

• これらによって、保険料がさらに引き上げられる可能
性がある。モラルハザードを防ぐためにはインセンティ
ブ(やる気)が必要。

• 健康保険で加入者に自己負担させる。

192



医療の過剰需要
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保険なし 保険あり

・消費者余剰＝AE0P0

・生産者余剰＝なし
・社会的余剰＝AE0P0

・消費者余剰＝AE1P1

・生産者余剰＝なし
・補助金＝P0P1E1C

・社会的余剰＝AE0P0－E0E1C

・厚生損失＝E0E1C
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• 医療サービス供給者である医者の方が患者
よりも専門知識を持っているために、患者が
万が一、過剰な診療を受けていても過剰と判
断できないという情報の非対称性も存在する。

• このため、医師が医療サービスを本来必要な
量よりも過大に提供することで収入を増加さ
せる行動をとるという、医師誘発需要の可能
性がある。
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少子高齢化における医療費の増加
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• 社会全体の高齢化により医療費は増加を続
け、保険料負担も上昇している。社会全体の
病気にかかるリスクや医療費が増加すること
によってリスク分散機能が低下する。

• 後期高齢者医療制度は高いリスクの者だけ
を集めているのでリスク分散の観点から問題
と考えられる。
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医療費増加への対策

①診療報酬を全般的に抑制する方向での改定や急激
に増加する治療項目の報酬の引き下げ

②診療報酬の出来高払いから包括払いへの試験的な
導入

③ジェネリックなどの積極的利用

• これらの政策は過剰な医療または過小な医療供給
となる可能性もある。
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混合診療禁止ルール

• 一連の診療行為の中で保険診療と保険外診療を同
時に行った場合には、公的医療保険からの保険給付
を行わない。

• 一連の治療としないために
①乳がん切除手術（保険診療）
②乳房再建手術（保険外診療）
を別に行う必要があった。本質的には混合診療では
ないか？

• 同時に行うことによって入院回数や身体的な負担を
少なくできる。

（乳房再建手術は2006年4月から保険適用）
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なぜ混合診療は禁止されているのか？

1. 支払い能力の有無による診療格差を発生さ
せないため。

2. 情報の非対称性による供給者誘発需要の
弊害を避けるため
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• Aは30万円支払える。（保険診療のみ）

• Bは130万円支払える。（混合診療を受けられる）

• Cは200万円支払える。（保険外診療を受けられ
る）

1. 混合診療禁止であればＡとＢは保険診療しか
受けられず、ＡＢとＣの間で医療格差が存在す
る。

2. 混合診療を解禁すればＢは混合診療を受けら
れ、ＡとＢＣの間で医療格差が存在する。
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• 混合診療禁止ルールは保険外診療の利用を支
払い能力の点から制限することによって「日本で
利用される医療サービスを保険診療の範囲に限
定する」という効果を持っている。

• 保険診療の対象となるには政府の認可が必要
なのに対し、保険外診療の医療サービスは、認
可を受けた医療機関が免許を有した医療専門
職によって行われるのであれば、価格も自由で、
その内容（効果や安全性）について政府からの
チェックは原則としてない。
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混合診療で医療費はどう変化するか

• 民間保険の存在により自己負担が低下すれ
ば、直面する価格は低下するためにより多く
の医療サービスを需要する。

• より多くの医療サービスを需要するために公
的医療保険の支払いの増加がもたらされ、公
的医療保険の負担が増加する。

• 混合診療が解禁されることによって、保険外
診療の負担部分を民間保険によってカバー
することが考えられる。
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公的年金の経済分析

積立方式 ・若年期に払い込まれた掛け金は積立・運用され、その基金が老年期
の給付に充当される仕組み。
・収益率は利子率。
・世代間の所得移転は発生しない。

・次の若年世代が減少しても、当該世代内で年金を完結されることが可
能。

賦課方式 ・ある年度に払い込まれた掛け金はその年の老年退職世代の年金給付
にそのまま充当される。
・収益率は人口成長率。
・世代間の所得移転が発生。
・次の若年世代が減少すれば、給付が行き詰まる。
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積立方式

208

・急なインフレには対応できない。

（インフレ時には名目利子率も一般的には上がるが、実質利子率の低下
が起きうる。）
・政府が運用に失敗すると給付の財源が無くなってしまう。



賦課方式
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• 人口構成の影響を受ける。

• 途中でやめることはできない。

• 年金は貸付資金に回らないので、投資が減
少し、資本ストックが減少する。（生産性低
下）
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資本蓄積に及ぼす効果
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• 年金導入前と年金導入後で総所得に変化がなければ、若
年期の消費と老年期の消費額を変えることはない。

• 従って、年金という貯蓄に代わる手段が存在することによ
り個人の貯蓄を年金の給付分だけ減らすことが考えられ
る。

• 積立方式の場合は、貯蓄総額＝政府の貯蓄＋個人の貯
蓄であり、貯蓄の配分が変わるだけで貯蓄総額に影響を
与えない。

• 賦課方式の場合は、貯蓄総額が減ってしまうことになる。

• 従って、投資に配分される資金が減少するため資本ストッ
クが減少する。生産性にマイナスの影響を与える。

212



例題

• 個人の効用関数をで表わすとする（U：効用水準 X：若
年期の消費 Y：老年期の消費）。

• 若年期にのみ労働を行うとし、労働によって得られた
労働所得を100とする。

• 老年期に消費を行うためには貯蓄を行わなければな
らない。利子率は10%とする。また、人口成長率も10%
とする。

• 年金保険料を20とし、1人当たりの年金給付は積立方
式の場合は元本と利子収入が老年世代に均等に分
配され、賦課方式の場合は若年世代から集めた保険
料収入が老年世代に均等に分配されるとする。
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①この時の個人の予算制約式について積立方
式の場合と賦課方式の場合の2つを示しなさい。

• 積立方式

• 若年期 Ｓ＝100－20－X=80－X (S:貯蓄)

• 老年期 Ｙ＝1.1×S+1.1×20

＝1.1(Ｓ＋20)＝1.1（100－Ｘ）

• 生涯の予算制約式
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年金給付

X+
1.1

Y
=100

各個人は必ず2期間生きることを仮定



①この時の個人の予算制約式について積立方
式の場合と賦課方式の場合の2つを示しなさい。

• 賦課方式

• 若年期 Ｓ＝100－20－X=80－X (S:貯蓄)

• 老年期 Ｙ＝1.1×S+1.1×20

＝1.1(Ｓ＋20)＝1.1（100－Ｘ）

• 生涯の予算制約式

215

年金給付

X+
1.1

Y
=100

例えば、10人のおじいさんがいて11人
の若者がいる場合、保険料20を若者
から徴収しその総額を10人のおじいさ
んで分ければ1.1×20である。



②この時の個人の消費配分と個人の貯蓄水準及び経済全体
の貯蓄水準（＝政府貯蓄＋個人の貯蓄）を積立方式と賦課方
式の場合でそれぞれ求めなさい。なお、当該世代の人口サイズ
は１とする。

• 積立方式も賦課方式も生涯予算制約式が同
じなので、消費配分は同じになる

U＝X×Y=X×1.1×(100－X)=-1.1（X2－100X）

＝－1.1(X2－100X+2500－2500)=

＝－1.1（Ｘ－50）2＋2750

• 従ってX＝50 Ｙ＝55
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• 積立方式の貯蓄水準
①個人の貯蓄S＝80－Ｘ＝80－50＝30
②政府の貯蓄（年金保険料）＝20
③全体の貯蓄＝30＋20＝50

• 賦課方式の貯蓄水準
①個人の貯蓄S＝80－Ｘ＝80－50＝30
②政府の貯蓄＝０
③全体の貯蓄＝30
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労働供給に与える影響

• 年金保険料は労働所得に対して課せられること
が多い。若年世代にとっては、労働を行うことに
よって実質的に受け取れる労働所得が減少する
ことから、働くインセンティブが失われてしまう。

• 年金を受給している個人が会社に勤め、報酬を
得るか報酬が増加した場合、報酬と受給してい
る年金の合計額が一定限度を超えると受給する
年金が減額される在職老齢年金の制度が存在
している。この制度は老年世代の働くインセン
ティブを失わせていると考えられる。
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やめられない賦課方式

• 賦課方式を止めた場合、止めたときの老年世代は若
年期に保険料を払う一方で老年期に年金を受け取れ
ないことから、この世代と他世代の不公平が存在する
ことになる。

• この世代に対する給付を事前積立によって賄うか、後
年度の公債発行によって賄うことが考えられる。

• 事前積立とは保険料の一部を止めた時の世代の年
金給付に充てるため、予め蓄えておくことである。

• 事前積立と後年度の公債発行では負担する世代が
異なる。いずれにしても世代間の不公平は存在するこ
とになる。

219



220



打ち切られた世代の給付は誰が負担するべきか？

• 保険料の一部を打ち切り世代の給付に充てるため
に蓄えておく。
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• 公債を発行して給付を行い、保険料の一部を
その返済に充てる。
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• 何もしない。（この世代を見捨てる）

• もし、少数派の世代であれば、切り捨てられ
る可能性はあり。

223



第9回
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残りの講義

• 少子化対策（少子高齢社会における少子化
政策）

• 世代間格差（世代会計など） など
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子どもの数の決定 数値例1

• ある家庭の効用関数がU=C×Nで与えられる
とする（U:効用 C:消費 N:子どもの数）。

• 夫の時間当たり賃金率を1000とし、妻の時間
当たり賃金率も1000とする。

• 妻が子育てをすると仮定し、子どもを1人持つ
ためには0.5の時間が必要であるとする。

• 夫も妻もそれぞれ1単位の時間を持っている
とする。

• この家庭は何人の子どもを持つか？
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• 予算制約式
C＝1000＋(1－0.5N)1000
＝2000－500NよりC＋500N＝2000

• 効用関数に代入すると
U=(2000－500N)×N

=－500(N2－4N)
=－500(N－2)2＋2000

• よって子どもの数はN=2である。
• また、消費は1000、効用は2000である。
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数値例2

• ある家庭の効用関数がU=C×Nで与えられる
とする（U:効用 C:消費 N:子どもの数）。

• 夫の時間当たり賃金率を1000とし、妻の時間
当たり賃金率を1200とする。

• 妻が子育てをすると仮定し、子どもを1人持つ
ためには0.5の時間が必要であるとする。

• 夫も妻もそれぞれ1単位の時間を持っている
とする。

• この家庭は何人の子どもを持つか？
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• 予算制約式

C＝1000＋(1－0.5N)1200

＝2200－600NよりC＋600N＝2200

• 効用関数に代入すると

U=(2200－600N)×N=－600(N2－N)

• 微分してゼロとおくことによってより (≒1.83)

• よって子どもの数はN=1.83である。
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出生率と労働供給量の比較

数値例1 数値例2
女性賃金 1000 1200

各々1単位の時間働いた
場合の世帯所得

2000 2200

子どもの数 N 2 1.83

女性の労働時間 1－0.5N 0 0.085
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• 女性賃金が上がることによって子どもの数は
減少し、女性の労働時間は増加する。

• 女性賃金が上がることによって、子どもを持
つための機会費用が上がるために、子どもを
持つ数を減らす行動をとる。
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• たとえ世帯所得が多くなったとしても、女性賃
金の上昇は育児のために仕事を中断するこ
とによって本来労働して得られたであろう機
会費用が上昇するために、子どもを持つ数を
減らす。

• 女性労働参加率と出生率の間には負の関係
が導かれる。
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• 22歳で卒業した大卒女性が28歳で出産・育
児で退職して34歳で再就職する場合、就業を
継続した場合に比べ、総所得額は減少する。

• 正社員ではなく、パートタイマーで再就職する
場合はより減少する。

• 昇給も遅れることになる。
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• 仕事を辞めることからの機会費用が大きい場
合は、児童手当で金銭的な給付を行ったとし
ても少子化対策としての効果は薄い。また、
一時的に児童手当で出生率が引き上げられ
たとしても女性労働の賃金が上がれば出生
率は減少してしまう。

• 育児と仕事を両立できる政策を行う必要があ
る。（育児休業制度や保育所の整備など）
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保育所と出生率 数値例1

• ある家庭の効用関数がU=C×Nで与えられる
とする（U:効用 C:消費 N:子どもの数）。

• 夫の時間当たり賃金率を1000とし、妻の時間
当たり賃金率も1000とする。

• 保育所を利用することができ、保育所の利用
料金は子ども1人当たり500とする。

• 夫も妻もそれぞれ1単位の時間を持っている
とする。

• この家庭は何人の子どもを持つか？
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• 予算制約式

C＋500N＝2000

• 効用関数に代入すると

U=(2000－500N)×N

=－500(N2－4N)=－500(N－2)2＋2000

• よって子どもの数はN=2である。

• また、消費は1000、効用は2000である。
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数値例2

• ある家庭の効用関数がU=C×Nで与えられる
とする（U:効用 C:消費 N:子どもの数）。

• 夫の時間当たり賃金率を1000とし、妻の時間
当たり賃金率を1200とする。

• 保育所を利用することができ、保育所の利用
料金は子ども1人当たり500とする。

• 夫も妻もそれぞれ1単位の時間を持っている
とする。

• この家庭は何人の子どもを持つか？
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• 予算制約式

C＋500N＝2200

• 効用関数に代入すると

U=(2200－500N)×N=－500(N2－N)

• 微分してゼロとおくことによって

より (≒2.2)

• よって子どもの数はN=2.2である。
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出生率と労働供給量の比較

242

数値例1 数値例2
女性賃金 1000 1200

各々1単位の時間働いた
場合の世帯所得

2000 2200

子どもの数 N 2 2.2

女性の労働時間 1 1



• 女性賃金が上がることによって子どもの数は
増加し、女性の労働時間は削減されない。

• 女性賃金が上がることによって、世帯所得が
増えて、子どもを持つ数を増やす。
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• 女性労働の賃金が多くなり世帯所得が多く
なったとしても子どもを持つ費用は変わらな
いので出生率は増加することになる。

• 女性労働参加率と出生率の間の負の相関関
係は見られない。
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• スウェーデンは女性労働参加率が高く、出生
率も高い。

• 日本は女性労働参加率が低く、出生率も低
い。

• 日本においては保育所を整備することによっ
て育児と仕事の両立を可能にすべきである。

• 労働参加率が高くなることによって、世帯所
得の上昇をもたらし、十分な子育てができる
ようになると考えられる。
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子どもへの教育投資

• 家計は子どもの数を決めるだけでなく、子ど
もへの教育投資も決める。

• 子どもへの教育投資が大きくなれば、より高
い学歴を持つ、または高い労働生産性を持
つことにより、より高い賃金を得ることができ
る。

• 子どもの数を増やすコストが高い場合は、子
どもへの教育投資を増やすという代替を行う
ことが考えられる。
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育児支援政策

• 児童手当や保育所の利用料に対する補助は
子どもを持つ数を増やす効果があると考えら
れる。

• 教育費に対する補助（高校授業料無償化な
ど）は子どもに対する教育投資をより多く行う、
また子育てコストを減らすことにより子どもの
数を増やすことが考えられる。

250



251



252



諸外国の育児支援政策

253

日本 スウェーデン フランス

中学校修了までの児童 児童手当は16歳未満 20歳未満の児童

第１子から 学業手当は16歳から高校卒業まで 第２子から

０～３歳未満　15000円 子ども1人当たり1050クローナ 第２子123.92ユーロ

３歳～小学校修了まで 多子加算ボーナス 第３子以降158.78ユーロ

第１子、第２子 10000円　 ２人の場合は150クローナ 年齢による加算あり

第３子以降　15000円 ５人の場合は2864クローナ （11歳以上34.86ユーロ、16歳以上61.96ユーロ）

中学生　10000円

所得制限 あり なし なし

支給対象

支給月額
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待機児童の問題
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1.  社会保障制度の持続可能性

257

支える

児童手当で出生率を増やし
労働人口を増やす

支える

教育費を補助することによって
いっぱい勉強して高所得者となる。



社会保障制度の充実が子どもの数を減らす？

• 年金制度がなければ、老後が不安である。

• 老後に面倒を見てもらうために子どもを持つ動
機がある。

• 年金があれば、老後の心配はないので、子ども
を持たない。
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支える



所得格差を是正するために

259

親の所得格差

教育格差

子の所得格差

教育補助



3. 外部経済を内部化して、社会厚生（社会的余剰）
を最大にするために

260

子育てコスト

年金給付

外部経済
年金給付を考慮すれば、
子育てコストは低下

児童手当



第10回
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世代間格差とは

262



263



構造的財政収支
(構造的財政赤字)

・仮に景気循環がないものとして推計される財政収支
・高齢化による社会保障関係費の増加などが要因
・景気変動以外の裁量的な財政収支変動

循環的財政収支
(循環的財政赤字)

・景気循環に反応して決まる財政収支
・景気循環によって税収などの落ち込み、
社会保障給付の増加が要因

・景気変動に伴う受動的な財政収支変動
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• 単年度で見れば財政赤字が発生しており、増税
負担なく政府サービスを受けており、その年度に
生きている人々の純受益＞０であろう。

• しかし、単年度で見るだけでなく、その人の生涯
にわたって純受益の大きさを見ることが正確に
その人が得をしているか損をしているかが把握
できるであろう。

• 世代ごとに生涯の純受益を見て比較することが
世代間の格差が存在しているかどうか考える際
に妥当であろう。
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世代会計

• 世代会計とは、世代（コーホート、生まれ年）別に、生涯にわたる
政府に対する租税・社会保障負担と、政府から受け取る年金、医
療などの社会保障による受益を推計し生涯での純負担を求めたも
の。

• 政府の移転支出のみが個人の受益にカウントされ、政府投資や
政府消費は受益に含まない。

• 生涯純負担＝生涯での税・社会保険料負担－生涯受給（金額は
割引現在価値表示）

• 割引現在価値とは将来の価値を現時点の価値に変換したもの。
• 将来世代については次の負担も考慮に入れる。

将来世代の追加負担＝解消されるべき将来の政府債務＝今後
の毎年の財政赤字＋現存の財政赤字

• 世代会計の推計では、将来の政府の各収支項目を予測する必要
あり
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• 世代間不均衡

＝将来世代の純負担÷0歳世代の純負担

• 既に10歳などになっている者についてはこれ
まで生きてきた分をカウントしない。

• 従って、純粋な比較ができるのは、0歳世代と
将来世代である。
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• 世代間の不公平を解消するためには、税・社
会保険料の負担増加またはすべての社会保
障、移転支出などの受益の減少によって可
能となる。

• 負担については４割増し、受益については６
割減であるので、かなり厳しい政策を行わな
ければ世代間の不均衡は解消されない。
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• 現在世代と将来世代の不公平をなくすために
は、給付の削減と負担の増加によって可能で
ある。

• しかし、給付の削減と負担の増加は現在世
代内では意味が異なる。すでに老年世代で
あれば給付の削減に抵抗するだろうし、若年
世代であれば負担の増加に抵抗するだろう。
現在世代内での利害の対立が起きることが
考えられる。
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税制改革のタイミング
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世代会計の問題点

1. 政府消費と政府投資サービスの割引現在価値
を受益に含めるかどうかで大きさが変わってし
まう。

2. 世代会計によって生涯の負担の程度を見るこ
とがどの程度適切か。

3. 世代間の不公平が存在しているが、実際は私
的な世代間の所得・資産移転が行われている。
（遺産など）

4. 部分均衡的（利子率、賃金率、経済成長率は
財政赤字や税負担によって変わると考えられる
が、その点は十分に考慮されていない。）
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世代間格差と世代内格差
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• 世代間の格差を解消することだけに注目する
べきではない。

• 世代内の格差の解消も注目すべきであり、ま
た全世帯で見た上での所得格差を解消する
ことも政策として行わなければならない。

• 世代間格差と世代内格差を同時に解消する
政策が望ましい。
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多数決原理

• 公共財の最適供給条件をサミュエルソンルールとして導
出し、それを達成するためのリンダール均衡が存在する。
しかし、公共財の供給が必ずしも経済学的に合理的な方
法が採られているわけではない。

• 社会を構成する住民が、投票という形で意思表明を行う(
多数派の意思が採用(多数決原理))

• 多数派による暴政(多数決のデメリット)：単純多数決制の
下では少数者の意見は常に無視されてしまい、多数者が
暴君として政策を決めることになるため、民主的決定メカ
ニズムとは言い難い

• 中位投票者定理(多数決のメリット)：多数決制度は非民主
的な考え方ともとれるが、一方で望ましい特徴も持ってい
る
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中位投票者定理

• 人々の政策に関する選好が単峰型をしている場
合には、中位投票者の好む政策が多数決制の
下で選ばれる。

• 社会保障給付の費用を消費税と所得税で賄うと
する。消費税率が高ければ所得税率は低く済み、
消費税率が低ければ所得税率を高くしなければ
ならない。

• 最も好む消費税率の時が効用が最も高い。

• 最も好む消費税率から離れるほど効用が低い。
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単峰型とは？
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A（30代） B（40代） C（60代）

最も好む消費税率 10% 8% 3%

①10%と8%では10%をAが選び、8%をBとCが選ぶので8％が選
ばれる。

②8%と3%では8%をAとBが選び、3%をCが選ぶので8%が選ば
れる。



高齢化が進んで…

287

A（40代） B（50代） C（70代）

最も好む消費税率 8% 4% 2%

①8%と4%では8%をAが選び、4%をBとCが選ぶので4％が選ば
れる。

②4%と2%では4%をAとBが選び、2%をCが選ぶので4%が選ば
れる。

・中位投票者の選好によって政策が決定される。



高齢者優先の政策変わるか（エコノフォーカス）
有権者の年齢構成、社会保障左右 2010年生まれ、生涯収入13％「拠出」
日本経済新聞 2012/11/26
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• １票の格差に隠れた選挙制度の盲点が有権者の年齢構成の問題だ。高
齢者が増え、若い世代が減る中で、多数派になる高齢者の利益を政治
家が優先する「シルバー民主主義」の弊害が指摘されている。多数の高
齢者を少数の現役世代が支える社会になった日本。来る総選挙を経て
世代間の受益と負担の格差は縮むのか、それとも――。（柳瀬和央）

• 年金、介護などの社会保障は主に現役世代の負担で引退世代のサービ
スを支える。高齢化で現役の負担は増え、生涯を通じた受益と負担の世
代間格差が広がっている。

• 内閣府の経済社会総合研究所の試算では、1950年生まれは保険料や
税金の負担より年金などの受益の方が多いが、55年生まれ以降は負担
が受益を上回る「負担超過」になる。2010年生まれでは、生涯収入の
13.0％を上の世代に拠出する。同研究所は「世代間の不均衡は無視でき
ない大きさ」と分析する。
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• 選挙の損得計算

• 歴代の政権が格差を放置してきた背景には、高齢者が政治勢力として多数派に
なっている状況がある。60歳以上の世代が有権者に占める割合は、80年に20％
弱にすぎなかったが、10年には38％に増えた。投票率は高齢になるほど高く、10
年の参院選では60歳以上が投票者の44％を占めた。

• 10年の投票者の平均年齢は56歳だった。民間シンクタンクの総合研究開発機構
は投票行動が同じなら30年の平均年齢は60歳になると推計。「政治家や政党に
とっては、自分たちへの支持を拡大するために、他の世代の負担を増やしてでも
高齢世代を利する政策を多く提案するのが合理的な行動になる」と指摘する。

• 実際、過去の政権も選挙をにらんで高齢者の負担増回避を繰り返してきた。70～
74歳の医療費の窓口負担は06年に法律上は１割から２割に上がったが、直後の
参院選で惨敗した自公政権（当時）が08年度の施行直前に１割のまま凍結した。
民主党政権もこれを踏襲し、凍結費用として2000億円の税金を毎年度の補正予
算で計上している。
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• 介護保険も10年に高齢者の本人負担を引き上げる案が厚生労働省の審議会で
検討されたが、11年４月の統一地方選への影響を恐れ、民主党政権が見送って
いる。

• 単純な多数決が政策のゆがみを生む構造を問題視し、選挙制度を見直そうとい
う意見もある。子どもを持つ親は選挙で２票入れられるようにしたり、年齢別の選
挙区を設けたりする案を人口学者や経済学者が提唱。18歳以上に選挙権を広げ
るよう求める動きもある。

• 各党の公約は

• 今回の選挙で各党の格差是正に向けた構えはどうか。日本維新の会は綱領に
あたる維新八策で「世代間不公平の解消」を掲げ、所得と資産のある個人への
給付を制限すると明記。年金は現役世代の仕送りで財源を賄う方式から、個人で
積み立てる方式に長期的に移行する案を盛り込んだ。

• 自民党は公約に「来年秋をめどに持続可能な社会保障制度を確立するために必
要な法案を提出する」とし、年金は現在65歳の受給開始時期を受給者が弾力的
に選択できるようにする方針を明記した。ただ年金も医療・介護も現行制度が基
本で格差是正の具体策は乏しい。
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政府の失敗

• 政府の行動は社会的余剰（社会厚生）を最大にするように行動す
べきだが、必ずしもそのように行動しない。

• 公債発行によって将来の政府による教育費が削減されることで将
来世代の効用が低下する一方で、公債発行による社会保障給付
で現在世代の効用が上昇する。

• 現在世代の効用の上昇よりも将来世代の効用の低下の方が大き
いのであれば公債発行は望ましくなく、税負担を伴う社会保障給
付が必要であるが、増税を行うことによって選挙に勝てないとなる
と、そのような政策を起こすことができない。

• 一律的な消費課税が望ましいとしても、特定の利益団体のロビー
活動（組織化されたグループによって特定の政党・政治家に対し
て行われる場合）によって特定の財に対して消費税を行わず、特
定の財に対して高率の消費税を課すことが考えられる。
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第11回
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積立方式

295

・急なインフレには対応できない。

（インフレ時には名目利子率も一般的には上がるが、実質利子率の低下
が起きうる。）
・政府が運用に失敗すると給付の財源が無くなってしまう。



賦課方式
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• 人口構成の影響を受ける。

• 途中でやめることはできない。

• 年金は貸付資金に回らないので、投資が減
少し、資本ストックが減少する。（生産性低
下）
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資本蓄積に及ぼす効果
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• 年金導入前と年金導入後で総所得に変化がなければ、若
年期の消費と老年期の消費額を変えることはない。

• 従って、年金という貯蓄に代わる手段が存在することによ
り個人の貯蓄を年金の給付分だけ減らすことが考えられ
る。

• 積立方式の場合は、貯蓄総額＝政府の貯蓄＋個人の貯
蓄であり、貯蓄の配分が変わるだけで貯蓄総額に影響を
与えない。

• 賦課方式の場合は、貯蓄総額が減ってしまうことになる。

• 従って、投資に配分される資金が減少するため資本ストッ
クが減少する。生産性にマイナスの影響を与える。
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労働供給に与える影響

• 年金保険料は労働所得に対して課せられること
が多い。若年世代にとっては、労働を行うことに
よって実質的に受け取れる労働所得が減少する
ことから、働くインセンティブが失われてしまう。

• 年金を受給している個人が会社に勤め、報酬を
得るか報酬が増加した場合、報酬と受給してい
る年金の合計額が一定限度を超えると受給する
年金が減額される在職老齢年金の制度が存在
している。この制度は老年世代の働くインセン
ティブを失わせていると考えられる。
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やめられない賦課方式

• 賦課方式を止めた場合、止めたときの老年世代は若
年期に保険料を払う一方で老年期に年金を受け取れ
ないことから、この世代と他世代の不公平が存在する
ことになる。

• この世代に対する給付を事前積立によって賄うか、後
年度の公債発行によって賄うことが考えられる。

• 事前積立とは保険料の一部を止めた時の世代の年
金給付に充てるため、予め蓄えておくことである。

• 事前積立と後年度の公債発行では負担する世代が
異なる。いずれにしても世代間の不公平は存在するこ
とになる。
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打ち切られた世代の給付は誰が負担するべきか？

• 保険料の一部を打ち切り世代の給付に充てるため
に蓄えておく。
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• 公債を発行して給付を行い、保険料の一部を
その返済に充てる。
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• 何もしない。（この世代を見捨てる）

• もし、少数派の世代であれば、切り捨てられ
る可能性はあり。
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社会保障制度改革
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2010年 2060年

高齢化率 23.0％ 39.9％

高齢者人口 2948万人 3464万人

生産年齢人口 8174万人 4418万人

307

・社会保険料は伸び悩み。国庫負担を増やさざるを得ない。
・増税の先延ばしが公債の累増をもたらす。
・社会保障給付費は110.6兆円(2013年度)から141兆円(2025年度)へ
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平均給与収入の推移
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国の一般会計税収の推移
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①財源をどう調達するか。

• 保険料負担を引き上げる場合、負担は現役世代が中
心となる。また、保険料は本人と企業負担があるため、
企業負担も増加することになる。

• 近年の所得税収は労働所得税収の比率が高いため
に、一般的な所得税の引き上げも現役世代の負担を
引き上げることになる。

• 現在では非正規労働者の割合が増加しており、また
平均的な給与収入は低下しており、十分な所得税収
や保険料収入を集められない可能性がある。

• 現役世代の人口サイズは減少しており、現役世代に
負担させることとなると現役世代1人当たりの負担は
大きくなる。
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• 消費税を引き上げて財源を確保する場合は
負担は現役世代のみではなく、幅広い世代
が負担することとなる。

• 財源の調達方法を考える際には、効率性と
公平性を考慮しなければならない。
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②消費税を財源とすることについて
i 世代間の公平性の観点から望ましい

• 世代間の公平性を考える際には世代会計と
いう考え方が用いられる。

• 世代会計とは、世代（コーホート、生まれ年）
別に、生涯にわたる政府に対する租税・社会
保障負担と、政府から受け取る年金、医療な
どの社会保障による受益を推計し生涯での
純負担を求めたもの。

• 生涯純負担＝生涯での税・社会保険料負担
－生涯受給（金額は割引現在価値表示）
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ⅱ資本蓄積の観点から望ましい

• 所得税に比べて消費税は貯蓄を引き下げる効
果が小さい。

• 貯蓄の引き下げ効果が大きい場合、貸付資金
供給が大きく減るために、企業は設備投資など
を控えなければならない。設備投資が控えられ
ることによって資本ストックの蓄積が遅れ、労働
者1人当たりの生産性が落ちる。（これは海外か
らの借り入れが容易になれば問題がない）

• 貸付資金供給が大きく減ると公債を引き受ける
資金が不足することになり、海外の資金で公債
を引き受けてもらわなければならなくなる。
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ⅲ消費税は厚生損失を発生させる

• 消費税を課すことにより、一般的に価格が上昇
し、取引量が減少し、厚生損失が発生する。もし、
消費税ではなく、一括税を課した場合は厚生損
失が発生しない。

• 2財の組み合わせの消費を考える場合は、一律

的な消費税率の方が差別的な消費税率よりも
望ましい。すなわち、軽減税率のように2財の消

費税率が異なる場合、同じ税収を確保する下で
は個人の効用水準は低下することになる。
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ⅳ消費税の逆進性対策

• 消費税は低所得者ほど実効税率が高くなる
ため、負担の逆進性が指摘されている。この
解消には軽減税率よりも給付つき税額控除
の方が効率性の観点から望ましい。

• 逆進性を一時点の所得で測ることは指標とし
て適切か。いっぱい資産があっても所得がな
ければ低所得者となり、実効税率は高くなる。
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③社会保障給付の見直しについて

• デンマークでは平均余命の伸びに合わせ、その分だけ15年先の
受給開始年齢を自動的に遅らせることを06年に決定した。その際、
「どの世代も年金の平均受給期間は同じ年数とする。平均余命が
伸びれば、受給開始年齢をその分、自動的に遅らせる。（日本経
済新聞2013/12/10）

• 来春に予定する70～74歳の医療費の自己負担を、これまでの特
例の１割から２割に引き上げる。（日本経済新聞 2013/10/16）

• 介護費の自己負担を１割から２割に引き上げる所得基準では、夫
婦の年収で359万円以上とする案を軸に今後与党と調整。来年の
通常国会への介護保険法改正案提出、2015年４月の実施を目指
す。（日本経済新聞 2013/11/27）
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今後の社会保障制度の在り方
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1.  育児支援政策

• 合計特殊出生率の引き上げを行い、将来世
代人口を引き上げる必要がある。

• 育児に伴い、仕事を中断することのないよう
に育児と仕事の両立を可能とする政策を行う。

• 教育費の公財政支出を増やすことにより子育
てに伴う家計の教育費負担を軽減し、教育格
差による将来の所得格差の発生を防ぐ。

• 労働供給を阻害する税制や社会保障制度を
取り除く。
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2.  年金・医療・介護・福祉におけるモラル
ハザードを防ぐ

• 老年期に年金保険料を払わなかった場合で生
活に困窮する場合、生活保護給付を受けること
ができる。年金保険料を意図的に払わないイン
センティブが生まれる。

• 医療保険の自己負担が少ない場合は必要以上
に診察を受けたり、または医者から過剰な診察
を受けることが考えられる。

• 若年期に生活保護を受けていて就労できる能力
があるにも関わらず、働かないことを選択する。
（貧困のわな）
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3. 財源ありきの改革で社会保障制度が社会保
障制度で無くなってはならない。

• 保険料負担や自己負担を引き上げる際には
負担能力については考慮すべきである。

• 保険料負担や自己負担が多くなり、診察を受
けるべき者が診察を受けないということがな
いようにすべき。

• 診療報酬や介護報酬を抑制して、医療の質
や介護の質が低下しないようにすべき。
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高齢者優先の政策変わるか（エコノフォーカス）
有権者の年齢構成、社会保障左右 2010年生まれ、生涯収入13％「拠出」
日本経済新聞 2012/11/26
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第12回・第13回
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１. 人口動態と経済成長
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日本の人口の推移

（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」
（各年10月1日現在人口） 厚生労働省「人口動態統計」

日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を割り込み、高齢化率
は40％近い水準になると推計されている。
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国連（2004）の予測（１）

• 2050年、先進国でトップ20位内はアメリカと日本のみ

• トップ5位は、約3億人以上の時代
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“スーパー”高齢化

• 2050年に、高齢化率（65歳以上）は36.5 %に達する見込み
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国連(2000)の予測（２）
生産人口維持に必要な人口増（例：移民）

• In scenario IV, that 

is in order to keep 

constant the size of 

the working-age 

population (15 to 64 

years), the numbers 

of migrants for the 

period 2000-2050 is 

32 million in Japan. 

Source) United Nations
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国際政治＝国力 VS 経済＝生活水準

• 「国力」派

“国際政治”の視点

中国・インド・アメリカとの覇権争い

軍事力（例：「兵器・技術」「兵力＝人口」）

→ 経済規模（GDP）が重要

• 「生活水準」派

“経済”の視点

小国でも「豊かな国」（例：「シンガポール」「スイス」）

→ 一人あたりGDPが重要

※ 日本はどちらを目指すのか
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実質GDP成長率の推移
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実質GDP成長率の比較
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人口成長率の比較
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一人あたり実質GDPは米国と遜色ない
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実質GDP伸び率の要因分解
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344

実証分析(1) - 規模効果の有意性 -



345

実証分析(2) - 規模効果の有意性 -

先進5ヶ国(85-03)



子育て支援の効果（１）
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子育て支援の効果（２）
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子育て支援の効果（３）

○ シナリオの概要

✓【シナリオ1】：現状維持（消費税5%）

✓【シナリオ2】：恒久的拡充

2015年から子育て支援を2倍に拡充

✓【シナリオ3】：一時的拡充

2015－2025年まで子育て支援を2倍に拡充

✓【シナリオ4】：ハーフ拡充

2015年から子育て支援を1.5倍に拡充

✓【シナリオ5】：消費増税1（2015年から10%）

✓【シナリオ6】：消費増税2（2015年から15%）

✓【シナリオ7】：ミックス政策

シナリオ2とシナリオ6のポリシー・ミックス
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子育て支援の効果（４）： 試算結果－人口動態
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子育て支援の効果（５）： 試算結果－高齢化率
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子育て支援の効果（６）： 試算結果－マクロ経済（１）
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子育て支援の効果（７）： 試算結果－マクロ経済（２）
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外国人材の受入れ（１）

▪ シナリオ1（基本）：現状ケース

▪ シナリオ2（恒久的移民政策）

：2015年から毎年15万人の移民受入れ

▪ シナリオ3（一時的移民政策）

：2015年から30年のみ毎年15万人の移民受入れ

▪ シナリオ4（移民政策のタイミング遅延）

：2025年から毎年15万人の移民受入れ

▪ シナリオ5（移民政策のボリューム半減）

：2015年から毎年7.5万人の移民受入れ

▪ シナリオ6（消費増税）：2015年から+15％引上げ

▪ シナリオ7（消費増税）：2015年から+25％引上げ

▪ シナリオ8（混合政策）：シナリオ2＋シナリオ7
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外国人材の受入れ（２）

▪ シナリオ2で2070年に移民が総人口10％程度に
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外国人材の受入れ（３）

▪ 2100年にシナリオ間で高齢化率は最大10％の幅
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外国人材の受入れ（４）
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外国人材の受入れ（５）
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外国人材の受入れ（６）

▪ 日本の実質GDP予測（０５年＝100）
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２. 人口動態と財政
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急速に膨張する政府債務（対GDP）
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成長のみでの財政再建の成功確率は極めて低い
財政赤字ギャンブル失敗のツケは若い世代・将来世代に

公的債務（対GDP）の変化

＝－基礎的財政収支（対GDP）＋（金利－成長率）×現在の公的債務（対GDP）

→ 基礎的財政収支の赤字=4%,  現在の債務=200%のとき、左辺がゼロの条件

→ 金利－成長率≦－2％

→ 以下の分布では単年で7.6％の確率。独立分布なら10年連続で7.6％の10乗
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金利と成長率の推移
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内閣府の中長期試算（2019年7月版）
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名目GDP成長率の推移と試算前提

名目GDP成長率_実績

名目成長率の平均

名目GDP成長率_成長実現ケース（2019年7月）
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ドーマーの命題

• 財政赤字（対GDP）をｑ、名目GDP成長率をｎとすると
、以下が成り立つ。

債務残高（対GDP）の収束値＝ｑ / ｎ

• 例えば、名目GDP成長率（ｎ）が0.7％程度で、財政赤字
のGDP比（ｑ）が2.3％超の場合、債務残高（対GDP）の
収束値は300％超（ｑ/ｎ＝3超）となってしまう。

• この原因は財政赤字の大きさにあり、もし名目GDP成長
率が1％程度で、債務残高（対GDP）の収束値を現在と同
水準の200％程度に留めるならば、PB均衡の目標では甘く
、財政赤字（対GDP）は2％程度まで抑制する必要
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実質GDP伸び率の要因分解
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年金や医療関係の給付と財政の関係

社会保障給付費

社会保険料収入

社会保障制度を通じて、国民に給付される金銭・
サービスの合計額

（例）年金の受給額
医療・介護の給付額（自己負担見合いを除く）

※数値は基礎年金国庫負担２分の１ベース。
（出典）社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」、平成25年度（予算ベース）は厚生労働省推計。

（兆円）
（％）

歳 出

介護・
福祉その他

21.1兆円

［うち介護 9.0兆円］

医 療
36.0兆円

年 金
53.5兆円

保 険 料
62.2兆円

国 税 負 担※

29.7兆円

地方税等負担
11.2兆円

資産収入等

給付費 110.6兆円 財源103.2兆円
＋資産収入

この部分
に対応

一般会計との関係

社会保障関係費
※

29.1兆円

恩給関係費
0.5兆円

○社会保障関係費は、国の税収と公
債金収入（借金）を財源としています。

○社会保障関係費は、毎年度１兆円規模
で増大していく見込みです。

2013年度（予算ベース）

高齢化の進展に伴い、社会保障給付費が大きく伸びる一方で、社会保険料収入は横ばいで推移し、その差額は拡大
傾向。この差額は主に、国や地方の税負担で賄われる。
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債務残高（対GDP）の安定化に必要な最終的な消費税率

Q. 毎年1兆円以上のスピードで膨張する社会保障費をどう制御するか
。

・Braun and Joines （2011年 8月）未定稿

【ベースライン】 2017年に消費税率33％が必要（2012年に消費税率10％に
することが前提）

【先送りケース】 2022年に増税するなら、消費税率37.5％が必要（2012年
に消費税率10％にすることが前提）

【２％インフレのケース】 消費税率25.5％が必要

・Sakuragawa and Hosono (2011年7月）

債務残高を安定させるために消費税で賄う場合、2021年に5→16％
、2031年に消費税率21％が必要

・小黒・小林（2011年11月）

2025年に20％、2055年に消費税率31％が必要（機械的試算）

・小黒・島澤（2011年9月）

ピーク時に消費税率33.5％が必要（OLGモデル）
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Braun and Joines (2011): Revised

• 増税の先送りプラン（消費税５％）と実施プラン（消費税１０％）

– 可能な限り、消費税率を５％、または、１０％に維持。

– 先送りプランまたは実施プランを持続できる限界とは？

• 公的債務／GDP 比率を発散させないために、消費税率を１００％

に上げざるを得なくなるまで、先送りプランまたは実施プランを続
けると想定。

• その限界の時期は？

– 先送りプラン： ２０２８年まで持続可能。

– 実施プラン ： ２０３２年まで持続可能。

– 今回の政策変更で稼げる時間は４年。
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Braun and Joines (2011): Revised

• 包括的な政策プラン － 政治的な現実性あり（？）

① ２％のインフレ率を実現する

② 高齢者の医療費窓口負担を２０％とする

③ 年金給付の現役時年収半額保証をはずす

④ 政府の経常経費を１％削減する

⇒ 消費税は段階的に３２％まで引き上げ、

その後１７％まで引き下げる
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Braun and Joines (2011): Revised

包括的な政策プランを実施した場合の消費税率の推移

5％増税＝5回程度
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Hansen and Imrohoroglu (2012)

日本経済に必要な消費税率
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Hansen and Imrohoroglu (2012)

日本経済に必要な労働所得税率
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Hansen and Imrohoroglu (2011)

増税による経済への影響
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利払い費の予測：日本総研（2011）

• 最も甘い【ケース③】でも、平成21年度で約9兆円の利払い費は、平成31年
度までの10年間で2倍弱の17.3兆円に達する可能性。つまり、金利が現在の
ように1％前後で推移しても、利払い費は急増。なお、平成31年度における
【ケース①】、【ケース②】、【ケース④】の利払い費は、各々、19.4兆
円、23.2兆円、24.3兆円となる。
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財政赤字＝世代間格差：「世代交代」の重要性 －

• 内国債だから問題ないとは限らない。

• むしろ、問題の本質は世代間格差（バロー理論が成立するか否か）
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世代ごとの受益と負担構造（世代会計）
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高齢世帯の資産分布のばらつき

• 「平成21年度・家計の金融行動に関する世論調査」（金融広報中央
委員会）によると、金融資産保有額は、60歳代で平均1677万円（中
央値900万円）、70歳以上で平均1379万円（中央値600万円）に過ぎ
ない。金融資産の平均と中央値で770万円程度の開きがあるのは、
高齢世帯の資産分布に「ばらつき」がある証拠
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改革の全体像と役割分担
（拙著『2020年、日本が破綻する日 危機脱却の再生プラン』）

課題 主な政策手段

将来世代の利益保護、政治均衡と経
済均衡の乖離縮小

世代間公平基本法＋世代間
公平委員会

公平性 世代間公平 社会保障（年金・医療・介
護）の事前積立

世代内公平（課税の水平的公平性） 社会保障番号（納税に活用）
の導入

社会保障原則としての公平性
（リスク選択の回避など）

皆保険＋リスク構造調整プレ
ミアム＋Open Enrollment

応能原則としての公平性 社会保険料による所得再分配

効率性 リスク・プールの効率性 中央基金（社会保障ファイナ
ンスの一元化）

価格競争を通じた資源配分のミクロ
的効率性

管理競争（一括保険料＋加入
先の選択自由化）

マクロ的効率性（社会保障の持続可
能性）

社会保障予算のハード化
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３. 人口動態と社会保障
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事前積立の導入

 社会保障の世代間格差を改善するため、高齢化の進展に備えた事前
積立を導入する。

（解説）高齢者一人当たりの社会保障給付を固定すると、高齢化の進
展に伴い、現役世代の負担（保険料）は増加していく。だが、あら
かじめ高齢化の進展に備え、いまから追加的負担を課し、その分を
貯蓄（事前積立）しておけば、将来の負担上昇を抑制し、異時点間
の負担を平準化できる
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（参考）賦課方式
（例：年間３００万円の年金）

100万円 100万円 100万円 300万円

2011年 2050年
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（参考）「事前積立」方式
（例：年間３００万円の年金）

2011年 2050年

100万円 100万円 100万円 300万円
＋50万円 ＋50万円 ＋50万円 －150万円

事前積立

＋50万円

＋50万円

＋50万円
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（参考）医療保険に事前積立を導入する場合の効果

（注）縦軸は、2006年の現役世代の所得を1に基準化したときの各世代の生涯純便益（＝医療サービス
からの受益－保険料・税の負担）を推計したもの。
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積立方式への移行

• 賦課方式を廃止し、積立方式に移行する場合、現役世代は、自らが老後に受
け取る年金のために（世代ごとに）貯蓄する。

• その場合、引退世代は年金を受け取れなくなってしまうが、それは政府が公
債を発行して賄う。この措置で発生する債務は「暗黙の債務」と呼ばれ、一
部専門家は750兆円と試算（＝暗黙の債務の顕在化）。

• その際、「この巨額債務の償却は困難であることから、積立方式の移行は不
可能」との誤解が広がっている。

• しかし、暗黙の債務750兆円は100年といった長期で償却する場合、年間7.5兆
円（＝消費税率3％）の負担に過ぎない。
※ 750兆円（対GDP150％）の債務を維持するためには、金利と成長率の差が1％のときで

1.5％の負担（PB黒字）が必要。これは消費税3％＝7.5兆円（対GDP1.5％）に相当

• 問題は、暗黙の債務が顕在化する場合、政府債務（対GDP）は大幅に増加す
ることから、財政の持続可能性に疑義が発生し、国債市場で国債利回りが急
上昇するリスク。

• この債務を顕在化させずに、処理する方式が「事前積立」。
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積立方式への移行

①保険料・税

暗黙の債務
（750兆円）

積立方式
※ つなぎ国債以外は

通常の国債や国内債券など
で運用

②つなぎ国債
（＝年金給付分）

③マネー

④年金給付

現役世代引退世代

償却財源7.5兆円
（消費税3％）
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事前積立での移行 ： 賦課方式＋積立金＝修正賦課方式

暗黙の債務
（750兆円）

事前積立
※「積立方式の積立
-つなぎ国債」に相当

統合

現役世代引退世代

①保険料・税

現行賦課方式

②年金給付

※ ①に上乗せして徴収（消
費税では引退世代も負担）

償却財源7.5兆円
（消費税3％）
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暗黙の債務：厚生年金 690兆円
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暗黙の債務：国民年金 110兆円
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厚生年金・国民年金の平成２２年度収支決算の概要
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まとめ

• 不毛な議論はやめよう！

事前積立＝現行制度（＝修正賦課方式）の枠組みそのもの

→ 賦課方式＋積立金

→ 許容できない世代間格差が発生する理由は、給付水準を維持する
場合、積立金の経路と負担水準が不適切なため

→ 積立金の経路と負担水準を適正化すれば、世代間格差は改善可能

→ しかも、現行制度のマイナー・チューニングで改善可能

• 問題は「暗黙の債務」（750兆円、対GDPで150％）

暗黙の債務を維持する場合 → 賦課方式

暗黙の債務を償却する場合 → 「完全」積立方式

→ いずれにせよ、「暗黙の債務を引退世代・現役世代・将来世代で
どう負担するか」という議論が最も重要
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年金改革のポイント

• 世代間格差

→ 事前積立＝現行の修正賦課方式のマイナー・チューニング

→ 社会保障予算のハード化（中長期で財政収支が均衡する枠組み）

※ 給付水準＞負担でなく、給付水準＝負担が原則であり、給付水準は政治の判断

• 年金の財政検証（例：楽観的な運用利回り）

→ アメリカやカナダのように外部の第３者によるチェックが必要

• 積立金の運用

事前積立でのピーク時の積立金は２００兆円程度（学習院大学・鈴木
亘教授の試算）

→ 現行の積立金と比較しても運用不可能な規模でない

→ リスクを嫌うならば全額を国債運用（アメリカの公的年金）
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